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１．指定自動車整備事業者管理規程

第１条（目　　的）

この規程は、道路運送車両法（以下「法」という。）第９４条の２に基づく指定自動
車整備事業（以下「指定整備」という。）を運営するにあたり、法令を遵守し、適正
かつ円滑な事業運営に万全を期することを目的とする。

第２条（定　　義）

（1） この規程において「保適証」とは、法第94条の5に定める保安基準適合証をいう。

（2） この規程において「保適標章」とは、法第94条の5に定める保安基準適合標章をいう。

（3） この規程において「限定保適証」とは、法第94条の5の2に定める限定保安基準適合証をいう。
（4） この規程において「電子保適証」とは、法第94条の5第2項及び第3項に定める保適証の交付に代えて電磁的方法により登録情報処理機関へ提供する情報をいう。

（5） この規程において「電子保適システム」とは、法第94条の5第2項及び第3項に定める情報を登録情報処理機関が管理等するシステムをいう。

（6） この規程において「電子保適用標章」とは、前号のシステムにより交付（印刷）した保安基準適合標章をいう。

（7） この規程における指定自動車整備事業者、事業場管理責任者、主任技術者、自動車検査員とは次の者をいう。

役　　職

１．指定自動車整備事業者・・・（　　　　　　　)
２．事業場管理責任者　　・・・（　　　　　　　)
３．主任技術者　　　　　・・・（　　　　　　　)
４．自動車検査員　　　　・・・指定自動車整備事業者より法第９４条の４の規定

に基づき選任された者をいう。

第３条（組　　織）

　　　第１条の目的を果たすため、事業場の組織を確立するとともに、別に定める「指定
自動車整備事業場管理組織図」により常に明確にするものとする。

第４条（指定自動車整備事業者）

　　　指定自動車整備事業者（以下「事業者」という。）は、事業運営に係わる総ての責任
を負うものとする。

第５条（適用の範囲）

　　　この規程は、指定整備の運営に携わる総ての役員及び従業員に適用するものとする。

第６条（業　　務）

　　　業務は次の各号によるものとし、職務分掌は別に定める「指定自動車整備事業職務
分掌規程」によるものとする。

（１） 事業場管理責任者は、当該事業場における経営等に関する職務と権限を委譲された者で、次の各号の責任を負う。

①事業計画の決定と執行に関すること。

②事業場全般に係る管理業務（指定自動車整備事業における保安基準適合証等の
交付業務の管理を含む。）に関すること。

③従業員に対する関係法令の教育に関すること。
事業場管理責任者の服務については、別に定める「事業場管理責任者服務規程」
による。

（２） 主任技術者は、当該事業場で実施される整備技術に関する統括責任者で、次の各号の責務を負うとともに、事業場管理責任者の補佐をする。

①従業員に対する整備技術の教育に関すること。

②作業工程の管理及び作業能率の向上に関すること。

③設備機器の管理に関すること。

主任技術者の服務については、別に定める「主任技術者服務規程」による。

（３）自動車検査員は、指定整備車両について、保安基準に適合するかどうかの検査を行う。

自動車検査員の服務については、別に定める「自動車検査員服務規程」による。

第７条（権限の委任）

事業者は、「指定自動車整備事業業務取扱要領」に定める手続きの委任事項のうち、
保適証及び保適標章又は限定保適合証の交付権限を当該事業場の事業場管理責任者
に委任することができるものとする。
また、電子保適証及び電子保適用標章の交付権限を当該事業場の事業場管理責任者
に委任することができるものとする。

第8条（保適証及び保適標章又は限定保適証の交付、管理）

保適証及び保適標章又は限定保適証の交付、保管・管理等については、「保適証及び
保適標章又は限定保適証交付規程」によるものとする。
また、電子保適証及び電子保適用標章の交付、保管・管理等については、「電子保適
証及び電子保適用標章交付規程」によるものとする。

第9条（保適証及び保適標章又は限定保適証等の交付代務）

事業場管理責任者がやむをえない理由により保適証及び保適標章又は限定保適
証の交付業務ができない場合は、当該事業場の主任技術者等がこの任にあたるもの
とする。

この場合事業者は、あらかじめ主任技術者等に保適証及び保適標章又は限定保適証
の交付業務に関する取扱いについて徹底を図るものとする。
また、事業場管理責任者がやむをえない理由により電子保適証及び電子保適用標章
の交付業務ができない場合は、当該事業場の主任技術者等がこの任にあたるものと
する。

この場合事業者は、あらかじめ主任技術者等に電子保適証及び電子保適用標章の交
付業務に関する取扱いについて徹底を図るものとする。

第１０条（任　　免）

事業場管理責任者、主任技術者、自動車検査員及び整備主任者の選任、辞任等は
事業者が行うものとする。

第１１条（作業管理）

　　　　作業管理は別に定める「作業工程管理機構図」により実施するものとし、作業が科学的及び能率的に処理され、完成品に恒常性を求めるよう努めるものとする。

第１２条（検査業務）

　　　  自動車検査員は、完成検査の実施に際しては、別に定める「自動車検査員服務規程」を遵守すること。また、完成検査の結果、保安基準に適合しない箇所につい
ては、その再整備が完了後必ず再検査を実施すること。

第１３条（再整備の防止対策）

主任技術者は、再整備の発生を防止するため、再整備発生状況を把握し、それに基づく再発防止のための指導教育を整備要員等に行い、点検、整備及び検査の作業精度の向上を図るものとする。

第１４条（部品管理）

　　　  部品係は、在庫部品の整理保管を的確に行うものとする。

第１５条（外注整備）

　（１）フロント係は、受入点検及び特定整備を伴った部位の取付け状態及び機能の確認
(中間点検)の結果に基づき、外注伝票に、納期、修理事項、予算等を記入し、外　　 
注整備の発注を行うものとする。

また、外注完成品については、主任技術者、自動車検査員又は整備主任者のでき
ばえ検査を受けるものとする。
  （２）フロント係は電子制御装置整備の一部外注整備を行う場合は、受け入れ点検及び特定整備を伴った部分の取付け状態及び機能の確認(中間点検)の結果に基づき、外注依頼書等の書面を作成し、外注先の特定整備事業者に対して指示する。
また、主任技術者、自動車検査員又は整備主任者は、委託した他の自動車特定整
備事業者から作業内容を記載した書面を求め、適切に整備が実施されていること
を、当該書面及び現車を用いて確認し、適切性が確認できた時は、その整備作業
を指定整備記録簿に記載する。
第１６条（作業指示）

作業指示は次の各号により実施するものとする。
（１）自動車検査員又は整備主任者は指定自動車整備事業規則（以下「指定規則」という）に基づき受入点検を行い、整備内容等を指定整備記録簿に記載することにより、必要な作業指示を行う。

なお、自動車検査員が指定規則に基づき点検を行い、その結果保安基準に適合すると認めた部分については、当該部分に係る検査に影響を及ぼす整備がなされなかったときは、完成検査において保安基準に適合するものとする。

（２）主任技術者は整備係の整備進捗状況等を把握し、当該車両の整備担当者を定め工程管理を行う。

（３）整備担当者は追加作業又は作業内容の変更が必要と認めた場合は、直ちに主任技術者に申し出て、その指示を受けること。

（４）主任技術者は前号の申し出があった場合には、速やかにフロント係と連携し、依頼者に確認を行った後、整備担当者に指示し、整備を実施すること。

第１７条（作業精度の向上）

　　　　自動車検査員は、完成検査の結果に基づき、整備要員等に対し必要な教育指導を行い、作業精度の向上に努めるものとする。

第１８条（できばえ管理）

主任技術者は、自動車検査員が実施する完成検査結果を把握し、常に整備完了車（完了品）のできばえ及び整備技術の向上に努めるものとする。

第１９条（機械器具の保守管理）

事業場管理責任者は、自動車検査用機械器具及び整備用機械器具の保守管理については、別に定める「自動車検査用機械器具保守管理規程」及び「整備用機械器具管理規程」に基づき保守管理を行うものとする。
第２０条（自主点検）

　　　　事業者は、当該事業場の管理・運営の実態を把握するため、必要に応じ、別に定める「自主点検票」に基づき自主点検を行うものとする。

第２１条（苦情処理）

　　　　事業者は、顧客等より苦情を受けた場合は、別に定める「苦情処理規程」に基づき適切に処理するものとする。

第２２条（教　　育）

　　　　事業場管理責任者は、整備要員等の教育の実施について、別に定める「教育規程」に基づき「年間教育実施計画」を定めて教育を行うものとし、実施結果については「教育記録簿」を備え、実施内容を記録しておくものとする。

第２３条（研修・講習の受講）

　　　　事業場管理責任者、自動車検査員及び整備主任者は、関東運輸局長等の行う研修又は講習を必ず受講しなければならない。

　　　　また、電子制御装置整備を行う事業場の整備主任者として選任しようとする者(一級大型自動車整備士及び一級小型自動車整備士の技能検定に合格した者を除く。)は、電子制御装置整備の整備主任者資格取得講習を修了したものでなければならない。
附　　則　この規程の実施は、令和　　年　　月　　日からとする。
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＊ この点検表については、監査時に確認を行います。
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6 検査用機械器具の管理責任者が明確に任命されているか 適　　・　　否

適　　・　　否

2

１日１回の始業点検は確実に行われているか

適　　・　　否
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検査用機器の能力を超えた車両を検査し、証明していないか

1

10

保安基準適合証を交付した車両は、自賠責保険に適切に加入しているか

6

検査の年月日を操作して証明していないか

12

9

保安基準に適合していない車両（不正改造等）に証明していないか 適　　・　　否
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適　　・　　否



2

4 過去２年分の指定整備記録簿は適切に保管・管理されているか

検査用機械器具の校正結果成績表は、適切に保存されているか

適　　・　　否

適　　・　　否



適　　・　　否



適　　・　　否



8 電子保安基準適合証を交付（保適情報を登録情報処理機関へ提供）することへの承諾書が2年間保存されているか 適　　・　　否

保安基準に適合していない車両（不正改造を含む）が入庫した際に適切に対応しているか

11

検査を行った自動車検査員自らが証明行為を行っているか

備考



書損等及び交付しない保安基準適合標章は朱抹し、編綴されているか 適　　・　　否

適　　・　　否



指定整備において、自事業場以外の工員が作業していないか 適　　・　　否

適　　・　　否



整備主任者に選任している者に対して研修を受けさせているか

適　　・　　否



適　　・　　否

11

1 自動車検査員に変更があった時に適切な処理がなされているか 適　　・　　否

1 料金表の掲示及び概算見積書の交付を確実に行っているか 適　　・　　否

2

適　　・　　否

適　　・　　否

適　　・　　否

自動車検査証と同一性の確認を行っているか、また、同一性が相違している車両に証明していないか 適　　・　　否

指定整備記録簿の様式は適切に選択されているか 適　　・　　否

検査用機器が故障等しているのに検査が行われていないか

分解整備記録簿は適切に交付され、また過去２年分保存されているか

検査用機械器具の校正（検定）の有効期間は切れていないか

適　　・　　否

3

保守管理の記録は適切に行われているか

2

4

1 整備主任者に変更があった時に適切な処理が行われているか

5

適　　・　　否

適　　・　　否



5

4

6 社内教育・研修を定期的に行っているか 適　　・　　否

7 検査作業と整備作業は分業化されているか

適　　・　　否 認証工具等認証基準に適合するように設備の維持及び管理を行っているか

苦情記録表、会議・教育記録表を備え付け、記載されているか



適　　・　　否

適　　・　　否



適　　・　　否



適　　・　　否

適　　・　　否



3

13

社内規程に基づき検査用機械器具の定期点検が確実に行われているか

1

適　　・　　否

適　　・　　否

3 点検、整備の概要及び検査の結果等が確実に記載されているか 適　　・　　否

適　　・　　否

8 検査作業の実務の全過程を自ら行っているか 適　　・　　否



7 検査又は整備が完了していない車両に証明していないか

適　　・　　否

4 職務権限が与えられ、全従業員にその内容が周知されているか 適　　・　　否

3

自工場以外で点検整備（一部も含む）をした車両の検査を行っていないか

保安基準適合証に押印する印鑑の管理が確実に行われているか

5

適　　・　　否

5 完成検査が関係法令等に基づき確実に行われ、その記録が確実に指定整備記録簿に行われているか 適　　・　　否

6 完成検査は自工場で選任された自動車検査員が自ら行っているか 適　　・　　否

2

適　　・　　否

4 作業指示は適正に行われ、確実に作業が実施されているか 適　　・　　否

3

8 検査員が休みの日に適合証の証明がされていないか 適　　・　　否

9 適合証が一度交付された車両に対し再度証明されていないか 適　　・　　否

適　　・　　否

3

5 保安基準適合証綴（紙保適）及び保安基準適合標章（電子保適）の保管は適切に行われているか 適　　・　　否

6 事業者印の管理体制は適切に行われているか

7 保安基準適合証の交付権限が明確に事業場管理責任者及び代務者へ委任されているか



4

保安基準適合証（紙保適）及び保安基準適合標章（電子保適）の出納管理（授受出納簿、交付台帳の記載等）は適切に行われているか

適　　・　　否

1 事業場管理責任者自らが交付し、また代務交付の処理は適切か 適　　・　　否

2 指定整備の対象自動車以外の車両に交付していないか

14 主任技術者は整備技術についての責任者として指導を行っているか 適　　・　　否

12 事業場内（社用車、従業員のマイカー等）に不正改造車はないか 適　　・　　否

13 会社の休日及び営業時間外に、従業員が許可無く工場を使用していないか

15



8 事業場管理責任者等が講習会等へ出席し知識習得に努めているか 適　　・　　否

9 認証・指定標識を見易いように掲示してあるか 適　　・　　否



11 認証、指定の対象自動車以外の自動車が入庫していないか 適　　・　　否



10 指定整備に関する資料等が保管・管理されているか 適　　・　　否



7 事業場管理責任者、主任技術者の変更時の引継ぎ処理は適切か

適　　・　　否

5 事業場の体制が常に事業場組織図により明確化されているか 適　　・　　否



適　　・　　否

1 指定基準（工員数（４名以上ただし対象自動車が普通（大）は５名以上）、整備士保有率（１／３））は適合しているか 適　　・　　否

適　　・　　否

4 整備・点検作業場として届け出ている作業場以外（通路・完成検査場・路上等）で分解整備作業を行っていないか 適　　・　　否

Ⅰ

　

事

業

場

全

般

工

員

数

（

Ｂ

）



小計（Ａ）

屋内現車作業場、完成検査場等に変更はないか



確認項目

6



管理規程が実態に即応し、適切な管理下のもと業務が行われているか

燃料等



内

訳

3 検査用機器に変更はないか



対象自動車

普通

（大）

2

平成　　　　　年　　　　　月　　　　　　日

※（Ａ）／（Ｂ）の値≧１／３以上必須



整備士保有率（Ａ）／（Ｂ）

小四 軽 大特 小三



小二

普通

（小）



実施者

事業場名



条件

普通

（乗）

指定番号



点検日

2018.2



ｋｇ以下

車両重量・車両総重量



ｋｇ以下・未満



大特

そ

の

他

条

件

Ⅶ

そ

の

他

※実施者は役員又は役員に準ずる者事業場管理責任者等）

保安基準適合証及び自動車検査証の記載事項との整合性はとれているか

１～３級整備士以外の工員

自

動

車

検

査

員

毎年、自動車検査員研修を受けさせているか

受入点検の結果が記載されているか

電子保安基準適合証システムのログインに必要なID及びパスワードが適正に管理されているか

軸重

普通

（中）


２.　指定自動車整備事業場管理組織図
３．指定自動車整備事業職務分掌規程

（１）定　　義

用語の定義については、「１．指定自動車整備事業管理規程」によるものとする。
（２）事業場管理責任者

国の検査業務の一部を代行する社会的重要な責務を負う事業場の統括責任者である
とともに、経営管理の統括責任者として次の業務を遂行する。

１．事業場の経営計画

２．事業場全般の作業管理及び技術管理

３．事業場の運営及び統括管理

４．事業場の人事管理、労務安全管理

５．事業場の設備管理

６．自動車検査用機械器具の総括管理

７．事業場の諸統計についての分析、検討、比較

８．保適証及び保適標章又は限定保適証の交付及び保管
９．電子保適証及び電子保適用標章の交付及び保管

10．交付印の管理
11．電子保適システムに関する入力権限等とログインID及びパスワードの保管・管理

12．教育計画の樹立及び実施

（３）主任技術者（工場長）

当該事業場における整備技術に関する統括責任者として次の業務を遂行する。

１．事業場管理責任者の補佐

２．事業場全般の作業工程の管理及び指定整備完了車のできばえ確認

３．従業員の教育計画の立案及び技術教育の実施

４．保適証及び保適標章又は限定保適証の交付代務

５．電子保適証及び電子保適用標章の交付代務
６．電子保適システムに関するログインID及びパスワードの保管・管理

７．整備技術の管理

８．自動車検査用機械器具、整備用機械器具及び工具の保守管理

９．再整備の防止及び苦情処理並びにクレーム対策

10．各種技術資料の管理

11．作業員に対する作業指示、指導及び作業報告

12．外注品の発注及び納入検査

（４）検査係（自動車検査員）

指定整備における完成検査を適正且つ確実に行うため次の業務を遂行する。

１．受入点検・特定整備を伴った部位の取付け状態及び機能の確認(中間点検)の実施
及び各点検に基づく作業指示

２．完成検査の実施

３．保適証及び保適標章又は限定保適証への証明
４．電子保適証及び電子保適用標章への証明

５．証明印の管理
６．電子保適システムに関するログインID及びパスワードの保管・管理

７．整備のできばえ確認

８．指定整備記録簿及び検査関係書類の作成・保管

９．自動車検査用機械器具の保守点検の実施

10．社内検査基準の策定及び関係法令の研究指導

11．検査成績向上対策の検討及び指導
（５）整備主任者

１．受入点検・特定整備を伴った部位の取付け状態及び機能の確認(中間点検)の実施
及び各点検に基づく作業指示

２．特定整備後の保安基準適合性の確認及び特定整備の管理

３．特定整備記録簿の管理

４．整備用機械器具及び工具の保守管理

５．整備要員の技術指導

６．整備検査関係法令の研究指導

７．外注品の納入点検
８．検査成績向上対策指導

９．完成検査の補助

10．作業場の整理、整頓、管理

11．他の係との連絡業務

12．点検整備記録簿の発行及び保管

（６）整備係（班　員）

１．作業指示に基づく作業

２．特定整備作業の実施

３．整備作業の報告

４．整備用機械器具及び工具の保守

５．整備作業場の整理、整頓、清掃、戸締、防火

６．個人用工具の手入れ

７．整備作業の技術習得

（７）フロント係（受　付）

１．点検・整備依頼事項の確認並びに概算見積書の説明及び交付

２．電子保適証等に関する承諾書の説明及び受取り
３．整備車両の受付と整備完成車両の引き渡し処理

４．外注に関する業務

５．自動車損害賠償責任保険の取扱に関する業務
６．苦情処理及びクレーム処理（受付）

７．顧客の応対、追加整備の了承等、自動車ユーザーとの連携
（８）部品係

１．部品、用品、油脂類の在庫管理及び収納方法の改善

２．部品庫内の整理整頓及び防火

３．棚卸しに関すること

４．日計表等の作成及び管理

５．部品の入出庫に関する業務

６．外注部品の管理

（９）事務係

１．請求書、納品書、売上伝票等の発行、保管

２．顧客管理に関する業務

３．保険に関する業務

４．一般事務の処理

５．諸文書の授受及び処理

６．その他庶務
４．事業場管理責任者服務規程

第１条（目　　的）

この規程は、当事業場の事業場管理責任者（以下「管理責任者」という。）の服務に
ついて定め、指定整備事業の円滑な運営と適正な業務の遂行を期することを目的と
する。
第２条（定    義）

用語の定義については、「１．指定自動車整備事業管理規程」によるものとする。
第３条（業　　務）
管理責任者は、法令通達等を遵守し「指定自動車整備事業職務分掌規程」に基づき、
公正に職務を遂行するとともに、事業場運営の一切の責任を負うものとする。
第４条（運営管理及び企画）
管理責任者は、事業場の事業計画を企画し、運営管理に当るとともに「指定自動車
整備事業管理規程」に基づき指定整備業務の実施について従業員に周知徹底し、円
滑な指定自動車整備事業の推進を図るものとする。
第５条（設備・技術の維持）
管理責任者は、事業場の設備及び技術管理を適正に行い、常に指定整備としての設
備の維持と技術の向上を図るものとする。
第６条（作業管理）
管理責任者は、事業場の作業管理について、常に合理化、能率化を図り、円滑な運
営と作業の精度の向上を図るものとする。
第７条（労務・安全管理）
管理責任者は、次に掲げる事項により従業員の労務安全管理を図るものとする。
（１）従業員の健康及び安全管理
（２）事業場の環境整備及び公害の防止
（３）勤務時間の管理
（４）事業場設備及び機器の管理
第８条（保適証及び保適標章又は限定保適証等の交付）

管理責任者は、保適証及び保適標章又は限定保適証を交付する場合は、次の事項を
確認後交付するものとする。
また、電子保適証及び電子保適用標章を交付する場合は、次の事項を確認後交付す
るものとする。
（１）完成検査の実施車両が保安基準に適合していることを指定整備記録簿により確認する。
また、自動車ユーザーが情報提供に基づき、後日整備として選択した整備内容
があれば、その旨の確認をすること。

（２）保適証及び保適標章又は限定保適証においては、自動車検査員の署名及び押印の確認をすること。
また、電子保適証においては、自動車検査員の氏名及び検査日が入力されてい
るか確認をすること。
（３）自動車損害賠償責任保険証明書の保険期間と、更新される自動車検査証の有効
期間が重複していることを確認すること。

（４）保適証及び保適標章又は限定保適証の記載内容の確認をすること。
　　　 また、電子保適証においては入力内容の確認をすること。

（５）検査申請書の記載内容の確認をすること。

（６）指定整備記録簿の記載内容の確認をすること。

また、自動車ユーザーが情報提供に基づき、後日整備として選択した整備内容
があれば、その旨の確認をすること。

（７）自動車重量税納付書の記載内容の確認をすること。

（８）その他必要事項の確認をすること。
第９条（自動車検査員の人選、服務）
管理責任者は、自動車検査員の人選を行い事業者に具申するとともに、辞任につい
ても同様とし、服務については「自動車検査員服務規程」に基づき厳正な服務が遂
行できるよう指導監督を行うものとする。
第１０条（部品係の任命）
管理責任者は、部品係を任命し「職務分掌規程」に従い部品管理を行わせるもの
とする。
第１１条（教　　育）
管理責任者は、「年間教実施計画」に基づき従業員の教育を実施するものとする。
第１２条（調査、報告等）
管理責任者は、事業場の実態を把握し法令に定める必要事項を関係官庁に報告す
るものとする。
また、関係官庁との連絡、及び伝達事項の徹底を行うものとする。
第１３条（電子保適システムの権限及びログインID・パスワード等）

管理責任者は、電子保適システムの利用者を選任するとともに、次の権限及びログインID・パスワードを付与し、管理するものとする。

（1）電子保適システムのログインID・パスワード
電子保適システムを利用する場合の「ログインID・パスワード」及び「各権
限（事業場管理権限、自動車検査員権限、保適証登録権限、保適証入力権限）」
は厳重に管理し、「ログインID・パスワード」については第三者に知られたり、
使用されたり出来ないように管理すること。

（2）自動車検査員選任・辞任、又は組織変更があった際は、それぞれの「ログインID・パスワード」及び「各権限」は、厳重に管理すること。
５．主任技術者服務規程

第１条（目　　的）

この規程は、当事業場の主任技術者の服務について定め、技術水準の向上を図るこ
とを目的とする。

第２条（定    義）

用語の定義については、「１．指定自動車整備事業管理規程」によるものとする。

第３条（管　　理）

主任技術者は、常に作業能率及び作業精度の向上を図り機械工具及び設備の改善研
究を行い、適正な指定整備が維持されるよう管理するものとする。

第４条（業    務）

主任技術者は、前条に定める管理を適正に実施するため次の業務を行うものとする。

（１）作業の流れ及び作業員の配置に関すること。

（２）工程（受入点検、特定整備を伴った部位の取付け状態及び機能の確認（中間点検））管理に関すること。

（３）外注品のできばえの適否に関すること。

（４）整備のできばえ及び技術の向上対策と研究に関すること。

（５）整備技術の向上、研究及び技術教育に関すること。

（６）各種技術資料の収集と活用に関すること。

（７）作業の改善に関すること。

（８）整備機器の精度の維持に関すること。

（９）クレーム対策及び苦情処理に関すること。

第５条（保適証及び保適標章又は限定保適証等の交付の代務）

指定自動車整備事業管理規程第9条の規定による交付代務を行う場合には、保適証
及び保適標章又は限定保適証交付規程により交付代務を行うものとする。

　　　また、電子保適証では、電子保適証及び電子保適用標章交付規定により交付代務を
行うものとする。
６．自動車検査員服務規程

第１条（目　　的）

この規程は、自動車検査員（以下「検査員」という。）の服務を定めることによ
り、指定整備業務の適正かつ確実な実施を図ることを目的とする。

第２条（定    義）
用語の定義については、「１．指定自動車整備事業管理規程」によるものとする。
第３条（身　　分）

検査員の身分は、法律的に国の検査業務に携わる自動車検査官と同等であり、
公務に従事する社員と見なされる。
第４条（職務の公正）

検査員は、検査業務を実施するにあたり、常に公正に行い、いやしくも私情等
により歪曲してはならない。

第５条（職務権限）

完成検査についての判定及び指示に係る権限については、社内における組織、
職位及び就業規則等、社内規定にかかわらず、検査員が有するものとする。

第６条（完成検査の実施方法）

検査員は、完成検査の実施にあたり、指定自動車整備事業規則（以下「指定規
則」という。）第８条（別表第２、検査等の基準）により行うものとする。

但し、同一の検査員が同条第２項の基準に基づき点検を行い、その結果保安基
準に適合すると認めた部分については、当該部分に係る検査に影響を及ぼす整
備がされなかったときは、完成検査において保安基準に適合するものとする。

この場合、同一車両に係わる点検作業及び整備作業を複数の検査員が分担して実
施する場合は、下表に定める検査員の作業区分により確実に実施するものとする。
（作業区分を２区分とした場合）
	作業区分
	　　　作　　業　　内　　容
	　　　備　　　　　　　考

	　Ａ
	法定点検
	指定規則第８条第２項に基づく点検

	
	構造に関する検査

装置に関する検査（その１・その２・

その３）
	指定規則別表第２の各項

	　Ｂ
	整備実施後の検査
	


（作業区分を３区分とした場合）
	作業区分
	作　　業　　内　　容
	　　　備　　　　　　　考

	　Ａ
	法定点検
	指定規則第８条第２項に基づく点検

	
	構造に関する検査

装置に関する検査（その２・その３）
	指定規則別表第２、１の項・３の項・

４の項

	　Ｂ
	装置に関する検査（その１）
	指定規則別表第２・２の項

	　Ｃ
	整備実施後の検査
	


第７条（完成検査の判定基準）

完成検査は、道路運送車両の保安基準、審査事務の実施に関する規定及び「社
内完成検査基準」により実施するものとする。

第８条（検査員による保適証及び保適標章又は限定保適証の証明）

検査員は、完成検査の結果、保安基準に適合し、かつ、自動車検査証、限定自
動車検査証及び登録識別情報等通知書又は自動車検査証返納証明書等の記載事
項と当該車両が同一であると認められるときでなければ、保適証及び保適標章
又は限定保安基準適合証に証明をしてはならない。

２．検査員は保適証等に証明する際は、検査員氏名欄に自筆で署名し押印すること。

３．複数の検査員により検査等を実施した場合には、携わった全ての検査員が適合
証等に自筆で署名し、押印すること。
この場合、検査員氏名欄には、最後に検査の実務を行った検査員が、その検査
年月日を自署し、署名押印するとともに外何名と記載する。

また、他の検査員については、余白部に自筆で署名し押印するものとする。
第８条２（検査員による電子保適証及び電子保適用標章の証明）

検査員は、完成検査の結果、保安基準に適合し、かつ、自動車検査証及び登
録識別情報等通知書又は自動車検査証返納証明書等の記載事項と当該車両が
同一であると認められるときでなければ、電子保適システムに検査情報を入
力してはならない。

２.複数の検査員により検査等を実施した場合には、携わった全ての検査員が電
子保適システムに検査情報を入力すること。
第９条（研修の受講）
検査員は、山梨運輸支局長等の行う研修を受けなければならない。また、受講後
事業場管理責任者に復命しなければならないものとする。
第10条（指定整備記録簿の管理）

検査員は、指定整備記録簿の管理を行うとともに、検現係書類の非常持出が出
来る管理体制をとること。

２　検査員は、指定整備記録簿の記載にあたっては、「指定整備記録簿の記載要領について」（平成7年3月27日付け、自整第67号）により行うものとする。

また、複数の検査員により検査等を実施した場合には、携わった全ての検査員の
氏名、実施した作業区分及び検査年月日を指定整備記録簿の備考欄等に記載する
ものとする。

３　検査員は、指定整備記録簿を電磁的に作成・保存するにあたっては、「指定整備
記録簿等に係る電磁的記録の保存に関する取扱いについて」（平成30年4月19
日付け、国自整第29号の2）により行うものとする。
４　検査員は、自動車ユーザーが情報提供に基づき、後日整備として選択した整備内
容があれば、その整備内容及び情報提供内容を指定整備記録簿の点検及び整備の
概要欄、アドバイス欄等に記載するものとする。
第11条（服　　務）

検査員は、指定整備の検査を公正かつ確実に行うため、次の服務を定める。
（１）検査員は、指定整備車両の検査に係る自動車の整備作業については、軽微なも
のを除きその実務に従事しないこと。
（２）検査員は、検査作業の実務の全過程又は複数の検査員が分担して検査等を実施する場合は別表による作業区分の範囲を自ら行うこと。
但し、検査に伴う簡単な作業は、補助者が行っても差し支えない。

（３）検査員は、道路運送車両法及び審査事務の実施に関する規定等により厳正な検
査を行うこと。
（４）検査員は、整備完了車の検査結果を整備作業に反映させ、検査作業の精度向上
に努めること。

（５）検査員は、検査業務に関する法令及び自動車の構造、装置等について、必要な
知識の修得に努めること。
第12条（業　　務）

検査員は、検査を適正、かつ、円滑に実施するため、次の業務を行うものとす
る。

（１）完成検査の実施（指定規則第8条第2項の点検を含む。）とその結果による指示事項の伝達及び保安基準に適合する旨の証明。

（２）検査に関する業務の指導監督。

（３）整備作業の工程、作業の実施方法の改善。

（４）検査に関する書類の整理保管。

（５）検査用施設（検査場及び機器）の使用管理と改善。

（６）事故防止に関する事項の把握とその徹底。

第13条（遵守事項）
検査員は次の事項を遵守するものとする。

（１）顧客の安全と信頼を得る検査を行うため、決して顧客等と馴れ合いになっては
ならない。
（２）自動車の検査に関し、重大又は異例な事項があると認められた場合は、事業場
管理責任者を経由し、速やかに管轄の運輸支局等に報告のうえ、その指示をう
けること。

（３）検査を行うにあたり、自動車登録番号標及び封印、車両番号標、車体表示につ
いても確認すること。
（４）指定整備記録簿の記載すべき所定の事項がすべて記載されているかを確認する
こと。
（５）指定整備記録簿の保存及び保適証等の交付にかかわる関係書類の管理を行うこと。
（６）保適証等の証明に用いる印鑑は、定められた保管庫等に確実に施錠のうえ収納
し、不正使用の防止に努めること。
また、電子保適システムを利用する場合の「ログインID・パスワード」は厳重
に管理し、第三者に知られたり、使用されたり出来ないよう、不正使用の防止
に努めること。

（７） 交付した保適標章（電子保適用標章を含む）は、有効期間を記載又は印刷した表面を運転者の視野を妨げない自動車の前方から見やすい位置に表示するとともに、紛失、汚損、き損等の防止を図るため、使用者に教示すること。
（８） 自社で定める「自動車検査用機械器具保守管理規程」により検査施設の維持管
理を行うこと。
（９） 検査用機械器具に不具合が認められた時、又は一般社団法人日本自動車機械工具協会の行う校正で不適合になったときは、直ちに使用を停止すること。
（10）  整備及び検査業務の資料並びに事故情報等、監督官庁の指示事項を常に把握し、
指定整備業務に反映させること。
別添１

指定整備記録簿の記載要領について

〔自整第　６７号　平成７年３月27日〕

改正〔自整第２０６号　平成８年11月８日〕

改正〔自技第２３２号　平成10年11月19日〕

改正〔自整第２３２号　平成10年11月19日〕

（略）

記

１．「点検及び整備の概要等」の欄の記載については、指定自動車整備事業規則（以下「規則」という。）第６条第１項各号に掲げる点検の結果、点検の結果必要となった整備の概要及び交換した部品を記載すること。

この場合、当該自動車の点検整備記録簿の写しを記録簿に確実に貼付することをもって、記載に替えることも差し支えないこととする。

２．「自動車検査証、抹消登録証明書又は自動車検査証返納証明書の記載事項との照合」の欄（規則第４号様式にあっては、「自動車検査証又は自動車検査証返納証明書の記載事項との照合」の欄。以下同じ。）については、自動車検査員が自動車の構造に関する検査に加え、規則第7条第２項の規定による自動車検査証の記載事項又は構造等に関する事項と現車との照合を行ったうえで、当該自動車の諸元等を記載すること。

３．「検査機器等による検査」の欄については、検査用機械器具等を用いて行う検査の結果を記載すること。

４．「目視等による検査」の欄については、目視、ハンマ等を用いて行う検査結果を記載すること。

５．道路運送車両法第９４条の５第２項後段の規定により自動車検査員が点検及び検査を行う場合においては、以下のように記載すること。

（１）「点検及び整備の概要等」の欄については、記１．によること。

（２）「自動車検査証、抹消登録証明書又は自動車検査証返納証明書の記載事項との照合」の欄については、自動車検査員が自動車の構造に関する点検に加え、規則第７条第２項の規定による自動車検査証の記載事項又は構造等に関する事項と現車との照合を行ったうえで、当該自動車の諸元等と記載すること。

（３）「検査機器等による検査」の欄については、検査用機械器具等を用いて行う点検の結果を記載すること。また、整備を実施した場合であって、検査用機械器具等を用いて検査したときにあっては、その結果を記載すること。

（４）「目視等による検査」の欄については、規則第６条第１項各号の点検により保安基準適合性が判断されなかった部分についての検査の結果及び整備に係る部分についての検査の結果を含め、各装置に関して目視、ハンマ等により行うものについて総合的に判断し、その結果を記載すること。

６．第２項から第５項（（１）を除く。）について、道路運送車両法第94条の５第２項の点検及び検査を複数の自動車検査員が分担して行った場合には、記録簿にそれぞれ自動車検査員の作業分担及び検査の年月日を記載すること。

別添２

自動車分解整備事業の認証及び指定自動車整備事業の

指定に係る取扱い及び指導要領について（依命通達）

国自整第１４年７月１日

２．要員関係の基準の解釈

（略）

２－５　検査工

検査工は、当該検査に係る自動車の整備作業に直接従事してはならない。ただし、次に掲げる作業を行うことは差し支えない。

	点検するために

不可欠な作業
	・「自動車の点検及び整備に関する手引き」（平成７年運輸省告示第３４２号）に例示してある点検作業の範囲

	点検に付随する

軽微な作業
	・点検のために取り外した部品を再度取り付ける際の清掃及び摺動部への給油脂

・増し締め

	点検と併せて行うことが合理的である軽微な作業又は補充作業
	・シャシ各部への給油脂

・油脂液類の補充（交換は不可）

・点火プラグの交換

・エア・クリーナ・エレメントの交換

・燃料フィルターの交換

・ディストリビュータ・キャップの交換

・バルブ・ヒューズの交換

・ワイパー・ブレード、ゴムの交換

・タイヤの交換（位置交換など）

	点検又は検査時に行うとことが合理的である軽微な調整作業
	・前照灯の照射方向の調整

・アイドリング、ＣＯ・ＨＣに調整

・点火時期の調整

・タイヤの空気圧の調整
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７．保適証及び保適標章又は限定保適証交付規程

第１条（目     的）

この規程は、当事業場の保適証及び保適標章又は限定保適証交付者の服務並びに交
付業務について定め、指定自動車整備事業運営の適正化を図ることを目的とする。

第２条（定    義）

用語の定義については、「１．指定自動車整備事業管理規程」によるものとする。

第３条（保適証及び保適標章又は限定保適証の交付）

保適証及び保適標章又は限定保適証の交付に関する業務は、事業場管理責任者が行
うものとする。

　　　事業場管理責任者は、自工場において点検の基準及び検査等の基準に基づき点検、
整備及び検査が確実に行われ、当該指定整備車両が道路運送車両の保安基準に適合
している旨を自動車検査員が証明した場合に保適証及び保適標章又は限定保適証を
交付するものとし、「保安基準適合等交付簿及び代務決済簿」により、交付の記録と
保管を厳正にするものとする。
　２　事業場管理責任者がやむをえない事由により交付業務ができない場合は、主任技術
者が代務できるものとする。この場合、事業場管理責任者は、予め主任技術者に保
適証及び保適標章又は限定保適証の交付業務の重要性について教育を行うものと
する。

（１）主任技術者が保適証及び保適標章又は限定保適証を交付する場合は、関係書類等の
確認を行った後、事業場管理責任者の印をもって押印する。       
（２）主任技術者が保適証及び保適標章又は限定保適証を交付した場合は、「保安基準適合
等交付簿及び代務決済簿」の代務者印欄に押印し、事業場管理責任者の確認を受ける
ものとする。

第４条（照合・確認）

事業場管理責任者が保適証及び保適標章又は限定保適証を交付する場合は、 次の事
項を照合・確認の上、保適証及び保適標章又は限定保適証の交付年月日を自書し押
印するものとする。

（１）指定整備記録簿の記載内容の確認

イ．自動車検査証、限定自動車検査証、登録識別情報等通知書又は自動車検査証返納証
明書等の記載事項との照合確認をすること。（このとき必要に応じて現車の確認を行
う。）

ロ．自動車検査員の記名を確認すること。

ハ．検査の年月日を確認すること。

ニ．点検、整備及び検査の概要、作業の実施状況を確認すること。

ホ．保適証及び保適標章又は限定保適証の番号及び標章の交付の有無を確認すること。
へ．自動車ユーザーが情報提供に基づき、後日整備として選択した整備内容があれば、その整備内容及び情報提供内容が記載されていることを確認すること。

ト．複数の検査員により検査等を実施した場合には、携わった全ての検査員の氏名、実施した作業区分及び検査年月日が記載されていることを確認すること。

（２）保適証及び保適標章又は限定保適証の記載内容の確認

イ．自動車検査員の自署、押印の有無を確認すること。

ロ．検査の年月日（指定整備記録簿と照合）を確認すること。

ハ．自動車検査証、限定自動車検査証、登録識別情報等通知書又は自動車検査証返納証明書等の記載事項との照合確認をすること。

ニ．最終検査申請日の取扱いが必要か確認をすること。

ホ．保適標章を交付する場合は有効期間、登録番号等を確認し、交付しない場合は朱抹処理をすること。
へ．複数の検査員により検査等を実施した場合には、携わった全ての検査員が自筆で署名し、押印されていることを確認するとともに、検査員氏名欄には最後に検査の実務を行った検査員がその検査年月日を自書し、署名押印されていることを確認すること。

（３）自動車損害賠償責任保険証明書と更新される自動車検査証の有効期間との重複性の確認（自動車損害賠償責任保険証の番号等の確認）

（４）自動車税納税証明書の有効性の確認

（５）継続検査申請書（ＯＣＲシート）の記載内容の確認

（６）自動車重量税納付書の確認

（７）点検整備記録簿の確認

（８）「保適証及び保適標章又は限定保適証交付簿」の記載内容の確認

第５条（取扱い）

保適証及び保適標章又は限定保適証の取扱いは次の各号によるものとする。

（１）保適証及び保適標章又は限定保適証に記載間違いがあった場合は交付印をもって訂
正すること。

（２）保適標章の取扱いについては、あらかじめ交付時に自動車使用者に対し期間満了済
みの標章は破棄するよう指導すること。

（３）保適証及び保適標章又は限定保適証を書き損じた場合は、記載面を朱抹し、切り離
すことなく適合証綴に編綴しておくこと。また交付簿に書損理由を記入し、その取
扱いを明確にしておくこと。

（４）保安基準適合証（控）綴の保存期間はその使用が終了した日から2年間とする。

第６条（保安基準適合証（綴）及び交付印の保管管理）

保安基準適合証（綴）は自動車整備振興会より授受出納簿により購入し、購入後直
ちに交付前に枚数を確認した上で適合証番号（交付番号）、指定番号及び事業者名等
を記載し事業場管理責任者が厳重に保管管理する。
２　　保安基準適合証（綴）及び交付印は、定められた施錠できる保管場所に保管し、不
正使用の防止の徹底を図るものとする。
第７条（交付印）

保適証及び保適標章又は限定保適証の交付に用いる印鑑は、次の印鑑とし、この印
鑑は保適証及び保適標章又は限定保適証の交付に際しては代表者印と同等の効力と
責任を有するものとする。
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交付印　　　令和　　　年　　　月　　　日より使用[image: image10.emf]検査機器を用いた検査の判定基準

９７ｄｂ以下

１０３ｄｂ以下 １００ｄｂ以下

１０３ｄｂ以下 １００ｄｂ以下

１０３ｄｂ以下 ９６ｄｂ以下

普通・小型・軽自動車

（定員10人以下の乗用車、

二輪、側車付二輪を除く）

　　定員10人以下の乗用車で

　　普通・小型・軽自動車

　（二輪、側車付二輪を除く）

定員６人以下

定員７人以上

車両総重量３．５トン超

200HP（１５０ｋｗ＊）超

車両総重量３．５トン超

200HP（１５０Kw＊）以下

１０５ｄｂ以下

１１０ｄｂ以下

９４ｄｂ以下

９７ｄｂ以下

９７ｄｂ以下

１０３ｄｂ以下

１０３ｄｂ以下 ９７ｄｂ以下

１０３ｄｂ以下

１０３ｄｂ以下

１０３ｄｂ以下 ９６ｄｂ以下

９９ｄｂ以下

　　大型特殊・小型特殊

　　上記以外のもの

　　車両の後部にエンジンが

　　あるもの

運転者の前方にエンジンがあるもの

上記以外のもの

軽自動車

定員７人以上

車両総重量１．７トン超、３．５トン以下

車両総重量１．７トン以下

定員６人以下

　　小型二輪車（側車付二輪を含む）

９８ｄｂ以下

１０５ｄｂ以下 ９８ｄｂ以下

乗用（バス）

乗用以外

全輪駆動車

全輪駆

動車以

外

乗　　　用

乗用以外

判定基準

１０７ｄｂ以下 ９９ｄｂ以下

１０７ｄｂ以下 ９９ｄｂ以下

９８ｄｂ以下 １０５ｄｂ以下

種別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項目

平成10年規制前 平成10年規制 平成11年規制 平成12年規制 平成13年規制

判定基準 判定基準 判定基準 判定基準

　サイドスリップ（保安基準第１１条）

項　　　　　　　目 検　査　基　準

４輪以上の自動車の、かじ取り車輪の横すべり量 走行１ｍにつきイン・アウト５ｍｍ以下

※一部車両に例外的取扱があります。

指

示

の

誤

差

平成18年12月31日

までに制作された車

平成19年1月1日

以降に制作された車

平成18年12月31日

までに制作された車

平成19年1月1日

以降に制作された車

３１.０ｋｍ／ｈ　～　４４．４ｋｍ／ｈ

３１.０ｋｍ／ｈ　～　４２．５ｋｍ／ｈ

２輪/側車付２輪/

３輪/カタビラ・そり

を有する自動車

自動車の速度計が４０ｋｍ／ｈを指

示した時速度計試験機の指示値

２９．１ｋｍ／ｈ　～　４４．４ｋｍ／ｈ

２９．１ｋｍ／ｈ　～　４２．５ｋｍ／ｈ

光

軸

の

範

囲

　◎速度計（保安基準第４６条）

項　　　　　　　目 検　査　基　準

下記以外の



４輪自動車

自動車の速度計が４０ｋｍ／ｈを指

示した時速度計試験機の指示値

左23cm下16cmの測定点で１灯につき6,400ｶﾝﾃﾞﾗ以上

カットオフを有しない

最高光度点における光度が6,400ｶﾝﾃﾞﾗ以上

カットオフを有する

　　　　カットオフを有しない

　すれ違い前照灯中心高さ１ｍ以下

　すれ違い前照灯中心高さ１ｍ超える

排気管開口部の高さで後外側方向45°、0.5m、の位置で原動機の最高出力の回転数の75%（最高回転数が5,000rpmを超える二輪

自動車は50%）±3%の回転数で2回測定した平均値（補正回路A特性）

　◎すれ違い前照灯　（保安基準第３２条）　平成10年9月1日以降に製作された自動車

項　　　　目 判定基準

光

度

カットオフを有する

すれ違い前照灯中心高さ１ｍ以下

すれ違い前照灯中心高さ１ｍ超える

左23cm下11cmの測定値で１灯につき6,400ｶﾝﾃﾞﾗ以上

平成１５年１２月３１日以前に

製作された車

平成１６年１月１日以降に

製作された車

　騒音防止装置〈近接排気騒音〉（保安基準第３０条）

※閾値とは検査の合理化を図るために、規制値よりも厳しい値をいう。

※オパシメータによる検査方法

①１回目の測定値が、閾値以下の場合は合格となり、当該測定値を検査結果として検査は終了。なお、測定値が閾値を超える場合は再度測定を行う。

②２回目の測定値が、閾値以下の場合は合格となり、当該測定値を検査結果として検査は終了。なお、測定値が閾値を超える場合は再度測定を行う。

③３回目の測定を行った場合は、３回の平均値を検査結果とする。なお、平均値が規制値又はスクリーニング値以下であれば合格となる。

（測定値に小数点以下第３位の端数があるときは、これを四捨五入する。また３回測定時はテスター表示値平均した計算値の小数点以下第３位を四捨五入する）

　警音器（保安基準第４３条）

車両中心線上の自動車の先端から２ｍ、高さ１ｍの位置で２

回測定した平均値（補正回路Ｃ特性）

車両中心線上の自動車の先端から７ｍ、高さ0.5mから1.5mの

位置で音の大きさが最大となる位置で2回測定した平均値（補

正回路A特性）

判定基準

判定基準 ９０～１１５デシベル

８７～１１２デシベル

35%以下

KDN

1.27m-1以下

1.01m-1以下

平成１８年規制 平成１９年規制

40%以下

EDM

1.62m-1以下

1.29m-1以下

30%以下

KDP

1.01m-1以下

0.80m-1以下

車両型式記号

スクリーニング値

閾値

25%以下

0.80m-1以下

0.64m-1以下

JDS

判定基準

車両型式記号

判定基準



黒煙汚染度

25%以下

EDR

0.80m-1以下

0.64m-1以下

判定基準

車両型式記号

判定基準

車両型式記号

判定基準

車両型式記号

①自動車検査証の備考欄に「オパシメータ測定」と記載があるもの。

②型式指定番号が「16000」番以降のもの。（特殊自動車を除く）

大型特殊自動車（ディーゼル車）　

平成２０年規制

0.40m-1以下

L、F、M、R、Q、S、T

で始まる３桁型式

規制値

閾値

※オパシ測定車とは

0.64m-1以下

KA～KDを除く２桁型式

及びA、B、C、D、N、P

で始まる３桁型式の

内、オパシ測定車※以

外

1.29m-1以下 2.20m-1以下

KA,KB、KC、

KD

無、K、N、P、

Q、S、U、W、

X、Y

50%以下

2.76m-1以下

40%以下

1.62m-1以下

25%以下

0.80m-1以下



ポスト新長期規制車 平成１７年度規制

黒煙汚染度

スクリーニング値

閾値

0.80m-1以下

0.64m-1以下

A、B、C、D、N、Pで

始まる３桁型式の

内、オパシ測定車※

0.50m-1以下

判定基準

車両型式記号

判定基準

車両型式記号

判定基準



判定基準

車両型式記号

平成５年規制以前 平成５，６年規制 平成９年規制以降

車両型式記号

判定基準

車両型式記号

　◎排気ガス（保安基準第３１条）光吸収係数/黒煙汚染度

オパシ認定車 黒煙認定車

（乗用車等）　

（二輪車）　

ＣＯ

ＨＣ

大型特殊自動車

－

－

ＥＡＴ、ＥＢＴ

１％以下

５００ｐｐｍ以下

成分 対象自動車 平成１９年規制以前

平成１９年規制

判定基準 車両形式記号

１，０００ｐｐｍ以下 ＥＡＬ、ＥＢＬ

２，０００ｐｐｍ以下

３，３００ｐｐｍ以下

ＢＣ

照

射

光

線

の

正

射

光

軸

一　般　車　両　（下向きの振れ）

前方10mの位置で上方は１０ｃｍ以下

下方は前照灯の取付け高さの1/5以内

一　般　車　両　（左右の振れ）

（二輪自動車、側車付二輪自動車以外）

二輪自動車及び側車付二輪自動車（左右の振れ）

（２灯式のものも、それぞれ左右２７ｃｍ以下）

前方１０ｍの位置で

左側ライト中心線

の１０ｍ前方

右側ライト中心線

の１０ｍ前方

左２７ｃｍ以下

右２７ｃｍ以下

左２７ｃｍ以下

右２７ｃｍ以下

左２７ｃｍ以下

右２７ｃｍ以下

　◎前照灯（保安基準第３２条）

項　　　　　　目 検　　査　　基　　準

前方10mの位置で１灯につき１５，０００カンデラ以上

前方10mの位置で１灯につき１２，０００カンデラ以上

光

　

度

但し12,000cdに満たない場合は、同時点灯する

すれ違い用前照灯との光度の和が

すれ違い用前照灯が同時点灯する構造

すれ違い用前照灯が同時点灯しない構造

主走行ビーム

但し12,000cdに満たない場合は、同時点灯する

走行用前照灯との光度の和が

４灯式前照灯

以外のもの

４灯式前照灯

前方10mの位置で１灯につき１２，０００カンデラ以上

前方10mの位置で１５，０００カンデラ以上

前方10mの位置で１５，０００カンデラ以上

成分

ＣＯ

ＨＣ

対象自動車

４サイクルオートバイ

２サイクルオートバイ

４サイクルオートバイ

２サイクルオートバイ

５００ｐｐｍ以下

７，８００ｐｐｍ以下

－

ＢＤ

平成１９年規制

判定基準 車両形式記号

３．０％以下 ＥＡＬ、ＥＢＬ

判定基準 車両形式記号

平成１１年規制以前

４．５％以下

ＢＣ

ＢＤ

２・３桁形式

－

－

４サイクル軽自動車

２サイクル自動車

特殊エンジン自動車

ＨＣ

１，２００ｐｐｍ以下

７，８００ｐｐｍ以下

３，３００ｐｐｍ以下

４．５％以下

ＧＡ、ＧＢを除く２・３桁形式

２・３桁形式

－

４サイクル自動車 ３００ｐｐｍ以下

　排出ガス（保安基準第３１条）

４サイクル自動車

４サイクル軽自動車

２サイクル自動車

ＣＯ ４．５％以下

ＧＡ、ＧＢを除く２・３桁形式

　検査時車両状態＝空車状態＋５５Kg（運転者１名）

注１　：　前輪の全ての車輪がロックし、それ以上計測が困難な場合はその状態で適合とみなす。

注２　：　当該車両のすべての車軸がロックし、それ以上計測が困難な場合は、その状態で当該軸重の4.90N/Kg（50%）以上とみなす。

注３　：　降雨等の天候条件によりブレーキ・テスタのローラ湿潤時は、4.90N/Kgを3.92N/Kgに50%を40%に、それぞれ読み替えて適用する。

成分 対象自動車

平成１０年規制以降

車両型式記号 判定基準

平成１０年規制以前

判定基準

１％以下

検　　査　　基　　準

検査時車両状態の重量の1.96N/Kg（20%）以上

検査時車両状態の軸重の1.96N/Kg（20%）以上

駐車ブレーキ 制動力の総和

制動力の総和 トレーラの緊急ブレーキ（分離ブレーキ）

車両総重量の3.92N/Kg（40%）以上

検査時車両状態の軸重の0.78N/Kg（8%）以下 左　　　　　右　　　　　差

車両総重量

車両重量

≦ 制動力の総和（注１）

２％以下

　◎ブレーキ（保安基準第１２条、１３条）

項　　　　　　目

トレーラ

制動力の総和（注１，３） 検査時車両状態の重量の4.90N/Kg（50%）以上

検査時車両状態の後軸重の0.98N/Kg（10%）以上

検査時車両状態の軸重の4.90N/Kg（50%）以上

後車輪の制動力の和

制動力の和（注２，３）

主

制

動

装

置

和

一般車両

1.25

（最高速度

前方10ｍにおいて左図の点線内

にｴﾈﾙｷﾞｰ点があれば適合



灯火側中心

27 27

前方10ｍにおいて左図の点線内

7

にｴﾈﾙｷﾞｰ点があれば適合

20

灯火側中心



左図の点線内に最高光度点があ



れば適合

27 灯火側中心 27

2

15

[image: image11.emf]
[image: image12.emf]機器名

点検要領

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

電源電圧がスイッチ“ON”後、供給されているかパイロットランプ等で確認する。

内部のススの付着状態を確認する。

ポンプ作動を目視で確認する。

送り作動を目視で確認する。

調整可能になることを確認する。

汚れ状態を確認する。

ドレーンの水の溜まりの確認。

電源電圧がスイッチ“ON”後、供給されているかパイロットランプ等で確認する。

内部のススの付着状態を確認する。

ポンプ作動を目視で確認する。

送り作動を目視で確認する。

調整可能になることを確認する。

汚れ状態を確認する。

ドレーンの水の溜まりの確認。

各スイッチの作動及び機能を点検する。

本体冷却用ファンがある場合には、作動状態及びフィルタの状態を点検する。

リモコン等が装着されている場合、リモコン機能を点検する。

自動測定モードを備えているものおいて測定開始操作で測定を開始するか点検する。

導管、プローブを本体から外し、つぶれ、割れ、つまり、汚れ及び水分の凝縮を点検する。水分セパ

レータが装着されている場合、水分凝縮を点検する。

導管及びプローブを点検する。

プローブ装着用の器具の状態及び作動を点検する。

プローブと導管の接続状態を点検する。

光源部、センサー部もしくは保護ガラス部の汚れ及び傷の有無を点検する。

保護ガラスのホルダがある場合は取付状態を点検する。

換気用ファンの作動状態を点検する

使用頻度により、チャンパー内の清掃を必要とする機種の場合はセル内の点検する。

無線による接続の場合、接続状態を表示等により点検する。

コネクターの取付状態及び配線の損傷を状態する。

電源に充電池を使用している場合は、充電池の充電状態を点検する。

エラー表示の有無を点検する。

電源を入れ、デジタル表示の各部が正常に表示されているか点検する。

暖気終了後、ゼロキャルを行いゼロ指示を点検する。

黒煙測定器

オパシメーター

保守管理担当者

保守管理責任者

黒煙測定器

交付印　　　令和　　　年　　　月　　　日より使用[image: image13.emf]機器名

点検要領

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

ローラーの付着物の有無を点検し、付いた油、泥等は拭き取る。

指示計の零点を点検し、誤差があれば調整ねじで調整する。

電源スイッチの作動の良否を点検する。

ローラーの回転及び停止状態を点検する。

異音の有無を点検する。

ローラーの付着物の有無を点検し、付いた油、泥等は拭き取る。

指示計の零点を点検し、誤差があれば調整ねじで調整する。

リフトの作動状況及び給油状態の良否点検。

リモートスイッチランプの点灯を確認する。

指示計の零点を点検し、誤差があれば、タンバックルを廻して調整する。

指示計の指示が、トーイン及びトーアウトの５目盛の位置でブザー等が吹鳴するかどうか確認すること。

踏板上の汚れの有無を点検し、付いた油、泥等は拭き取る。

車輪、支柱、スプリング及び滑車軸の汚れを点検し、清掃・注油する。

集光レンズのくもりの有無を点検すること。

光度計、高低計及び左右計の零点を点検し、調整する。

光軸振れ調整ダイヤルの空転の有無を点検し、調整する。

ファンクションダイヤルをＢＡＴに合わせ、電源の良否を判断する。

ファンクションダイヤルをＣ（ＣＡＬ）に合わせ、校正用ツマミで零点調整をする。

ゼロ点位置の調整。

内部のスス、水分等のつまりを点検する。

破損、亀裂、孔等の有無を点検する。

エア用、ガスフィルタの汚れ状態を点検、交換する。

溜まった水の排水及び装置の清掃。

電源を入れない時の指示計の機械的ゼロ点位置を点検する。

内部のスス、水分等のつまりを点検する。

スス、水分の付着、破損、亀裂、孔等の有無を点検する。

汚れ状態を点検する。

溜まった水を点検する。

検   査   用   機   器   仕   業   点   検   記   録   表

　　　　　　年　　　　月度

（注）点検記号　　レ：点検良　　　A：調整　　　△：修理　　　T：締付　　　×：取替　　　C：清掃　　　L：給油

ブレーキ

テスター

速度計

試験機

サイド

スリップ・

テスタ

保守管理担当者

保守管理責任者

前照灯

試験機

音量計

(騒音計）

一酸化

炭素

測定器

炭化水素

測定器
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日

６ヶ月

毎

６ヶ月

毎

６ヶ月

毎

1ヶ月

毎

オパシ

メータ

1ヶ月

毎

１.チャンバ－内の清掃を必要とする機種の場合はセル内の点検を行う。

ブ

レ

ー

キ

テ

ス

タ

速

度

計

試

験

機



３

ヶ

月

毎

６ヶ月

毎

1

ヶ

月

毎

1

ヶ

月

毎

３

ヶ

月

毎

検査機器定期点検記録表



点検要領



4.本体の駆動ローラーベアリングにグリス給油をすること。

サ

イ

ド

ス

リ

ッ

プ

・

テ

ス

タ

1ヶ月

毎

試

験

機

前

照

灯

1

ヶ

月

毎

又

は

騒

音

計

音

量

計

測

定

器

一

酸

化

炭

素

３

ヶ

月

毎

1ヶ月

毎

測

定

器

炭

化

水

素



６

ヶ

月

毎

1.指示計器盤のコード類及びプラグ類の破損、汚れ、接点の状態等を点検し、不良のものは

交換すること。

2.ギアボックス内の油量及び油の汚れを点検し、補充又は交換すること。

1.ローラー軸受の給油状態を点検し、グリスを注油すること。

1

ヶ

月

毎

1

ヶ

月

毎



2.ガイドローラーにマシン油を注油すること。

（平成　　　　　年）

1.ギヤボックス内の油量を点検し、不足のときは補給する。

（モーターオイル20～30♯）

2.ダッシュポットの油量を点検し、不足のときは補給する。

3.ナイフエッジ及びエッジ受にマシン油を注油すること。



2.ローラーベアリングにグリスを補給すること。

3.信号装置の作動を点検し、不良のときは調整ねじで調整すること。

1.指示計発信機の取付ボルトへのゆるみを点検し、ゆるんでいるものは締め付けること。

1.指示装置リング部のＬ型金具指針軸受部及び目盛調整ねじにマシン油を注油すること。

2.チェンの給油状態を点検し、マシン油を注油すること。

1.リターダ軸受に注油すること。

2.チェンカップリングは、カバーを外し、ベアリンググリスを注油すること。

1.ジョイントボルトのゆるみを点検し、ゆるんでいるときは締め付けること。

3.ベルクランク及びセンターボルトのがたの有無を点検すること。

4.警報装置の作動状態の良否を点検すること。

1.ローラー及び踏板を清掃し、マシン油を給油すること。

2.ベルクランクのビン部に注油すること。

3.踏板の戻り、スプリングの調整をすること。

1.反射板の汚れを点検し、清掃すること。

2.支持台車輪に注油すること。

1.約３０分間通電して、内部を乾燥させる。

2.指示計の零点調整。

3.電圧及び増幅度調整器を点検、調整する。

1.接手の接続部、Oリング、パッキン等を点検。

2.校正用標準ガスによる校正の実施。

(注）点検記号　レ：点検良、A：調整、△：修理、T：締付、×：取替、C：清掃、L：給油

保守担当者印

保守管理責任者印



3.電気配線、回路及び接続金具の点検。

1.測定器に付属の取扱説明書に従って保守点検する。

1.各締付、接続部、Oリング、パッキン等の点検。

2.校正用標準ガスによる校正の実施。

1.測定器に付属の取扱説明書に従って保守点検する。

黒

煙

測

定

器



1.吸引ポンプの吸引量を確認するとともに吸引時間をストップウォッチで確認すること。

　不良の場合は分解、注油、調整を行うこと。

2.サンプリングプローブの内部のススの付着、接続部の気密を確認すること。

　汚れのひどい場合は、分解清掃し、パッキンの交換を行うこと。

3.指示計の指示特性を校正用標準紙で確認する。精度が出ない場合は検出部を

　分解清掃し不良部品の交換を行うこと。

4.空気圧調整器の制御圧の確認。

5.ろ紙送り装置の送り作動の確認。

1.光電プローブ（検出部）の光電池、ランプ等の汚れ及び組付けのゆるみ等がないか点検する。


[image: image15.emf]別添６   機工協校第        号     自動車検査用機械器具校正結果通知書                     様                      指定校正機関   指定自動車整備事業規則第 12 条基づき、下記の機械を校正した結果、国土      社団 法人 日本自動車機械工具協会   交通大臣の定める技術上の基準に適合しておりませんので通知します。                                       ※この通 知書を自動車検査用機械器具校正不適合報告書に添えて速やかに陸山梨運輸支 局に提出し、その指示を受けて下さい。    

名    称  ブレーキ・テスタ  制   動   力   指   示   精   度  

測定荷重   （指示すべき値） （□ N, □ｋｇ）  校正前誤差（□ N , □ｋｇ）  校正後誤差（□ N, □ｋｇ）  

型    式    右  左  右  左  

JATA 証明番号 / 旧型式認定番 号            

         

製造番号            

         

製作者            

         

校正員            

         

校正実施年月日  平成   年   月   日   


交付印　　　令和　　　年　　　月　　　日より使用[image: image16.emf]型式・能力

数

量
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日

　

月
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月
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月
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月

　

日

　

月
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月

　

日

　

月

　

日

　

月

　

日

　

月

　

日

　

月

　

日

　

月

　

日

認証工具一式 ○

1

卓上ボール盤

2

シャシ・ルブリケータ ○

3

オイル・バケットポンプ

○

4

ホイール・バランサ ○

5

フリー・ローラ △

6 バルブ・シート・グラインダ

7

バルブ・リフェーサ

8

バルブ・リフタ

9

シリンダ・ゲージ

10

コンロット・アライナ

11

スプリング・テスタ

12ラジエータ・キャップ・テスタ

○

13

マイクロ・メータ

14

メガー

15

レギュレータ・テスタ ○

16

コンデンサ・テスタ ○

17

コイル・テスタ ○

18

溶接器

19

検車装置 ○

20

電子計測機器 △

整備用機械器具管理台帳

(平成　　　年）

記号（点検良レ、不良△、紛失×、補充○）

機   器   名



管理責任者



取扱い担当者

○印は、当該事業場に保有していなければならない機械器具。△印は、当該事業場に保有していることが望ましい機械器具。

[image: image17.emf]氏名

工具名

数量

/ / / / / / / / / / / /

手持工具点検表

管理担当者

管理責任者

（平成　　　　年）

（注）点検記号　レ：点検良、△：不良、×：紛失、○：補充　　　


別添３

保安基準適合証等の再交付の取扱いについて
〔関整整第２６５号　昭和61年9月26日〕

〔関整整第１６６号　　平成7年6月2日〕

〔関整車第２０８３号　平成7年6月２日〕

（略）

記

第１　本取扱いにより、適合証等を再交付するときは、新たな適合証等の用紙
を使用するものとする。

第２　再交付する適合証等及び適合証（控）の余白部分に「再交付」と朱書す
るとともに、滅失等した適合証等の交付番号とその理由を朱書きで付記
すること。

第３　滅失等した適合証等にかかる適合証（控）は、×印で朱抹し、余白部分
に滅失等した年月日及び理由を明記しておくこと。

第４　き損し、又はその識別が困難となった適合証等は、破棄することなく、
適合証（控）に編綴しておくこと。

第５　保安基準適合証又は限定保安基準適合証（以下「適合証」という。）を再
交付した場合は適合標章を、適合標章を再交付した場合は適合証を適合
証（綴）から切り離すことなく適合証（綴）とともに保存しておくこと。

第６　指定整備記録簿に、再交付した適合証等番号を次の例により朱書で付記
すること。

「適合証第○○号再交付」

「標章第○○○号再交付」

第７　授受出納簿は、適合証を再交付した場合には再交付の件数を書損欄へ計
上し、備考欄に再交付した適合証番号を、適合標章を再交付した場合に
は、備考欄へ再交付した適合証番号を第６の例により記載すること。



７－２．電子保適証及び電子保適用標章交付規程

第１条（目     的）

この規程は、当事業場の電子保適証の交付（登録）（以下「電子保適証の交付」とい
う。）及び電子保適用標章の交付（印刷）（以下「電子保適用標章の交付」という。）
を行う交付者の服務並びに交付業務について定め、指定自動車整備事業運営の適正
化を図ることを目的とする。

第２条（定    義）

用語の定義については、「１．指定自動車整備事業管理規程」によるものとする。

第３条（電子保適証及び電子保適用標章の交付）

電子保適証又は電子保適用標章の交付に関する業務は、事業場管理責任者が行うも
のとする。

事業場管理責任者は、自工場において点検の基準及び検査等の基準に基づき点検、
整備及び検査が確実に行われ、当該指定整備車両が道路運送車両の保安基準に適合
している旨を自動車検査員が証明した場合に電子保適証又は電子保適用標章を交付
するものとし、交付情報を２年間管理保存するものとする。
２　　事業場管理責任者がやむをえない事由により交付業務ができない場合は、主任技術
者等が代務できるものとする。この場合、事業場管理責任者は、予め主任技術者等
に電子保適証の交付又は電子保適用標章の交付業務の重要性について教育を行うも
のとする。

（1） 主任技術者等が電子保適証を交付又は電子保適用標章の交付する場合は、関係書類
等の確認を行った後、交付すること。

第４条（照合・確認）

事業場管理責任者が電子保適証を交付する場合は、次の事項を照合・確認のうえ交
付するものとする。また､電子保適用標章を交付する場合は、次の事項を照合・確
認のうえ交付すること。
（1） 指定整備記録簿の記載内容の確認

イ．自動車検査証、登録識別情報等通知書又は自動車検査証返納証明書等の記載事
項との照合確認をすること。（このとき必要に応じて現車の確認を行う。）

ロ．自動車検査員の記名確認すること。

ハ．検査の年月日の記載を確認すること。

ニ．点検、整備及び検査の概要、作業の実施状況を確認すること。

ホ．電子保適証の番号及び電子保適用標章の交付の有無を確認すること。

へ．自動車ユーザーが情報提供に基づき、後日整備として選択した整備内容があれ
ば、その整備内容及び情報提供内容が記載されていることを確認すること。

ト．複数の検査員により検査等を実施した場合には、携わった全ての検査員の氏
名、実施した作業区分及び検査年月日が記載されていることを確認すること。

（2） 電子保適証の入力内容の確認
イ．自動車検査員の氏名の入力の有無を確認すること。
ロ．検査の年月日（指定整備記録簿と照合）の入力を確認すること。
ハ．自動車検査証、登録識別情報等通知書又は自動車検査証返納証明書等の記載事

との照合確認をすること。

ニ．最終検査申請日の取扱いが必要か確認をすること。
ホ．複数の検査員により検査等を実施した場合には、携わった全ての検査員の氏名
が入力されていることを確認するとともに、検査の実務を行った検査員がその
検査年月日を入力していることを確認すること。。
（3） 自動車損害賠償責任保険証明書と更新される自動車検査証の有効期間との重複性の確認（自動車損害賠償責任保険証の番号等の確認）
（4） 自動車税納税証明書の有効性の確認
（5） 継続検査申請書（ＯＣＲシート）の記載内容の確認（電子申請を除く）
（6） 自動車重量税納付書の確認（電子申請を除く）
（7） 点検整備記録簿の確認
第５条（取扱い）
電子保適証及び電子保適用標章の取扱いは次の各号によるものとする。
（1）電子保適証交付前に入力間違いがあった場合は訂正入力すること。
（2）電子保適用標章の取扱いについては、あらかじめ交付時に自動車使用者に対し期間
満了済みの標章は破棄するよう指導すること。
（3）電子保適用標章に印刷ミス等が生じた場合は、電子保適用標章を朱抹し、２年間保
管しておくこと。
第６条（【電子適合証用】適合標章綴及び交付印の保管管理）
【電子適合証用】適合標章綴は自動車整備振興会より授受出納簿により購入し、購入
後直ちに枚数を確認した上で綴番号等を記載し事業場管理責任者が厳重に保管管
理する。
２ 【電子適合証用】適合標章綴は、定められた施錠できる保管場所に保管し、不正使
用の防止の徹底を図るものとする。
第7条（電子保適システムに関するログインID、パスワード）
電子保適システムに関するログインID、パスワードについては、代表者印と同等の
責任を有するものとし、厳格に管理すること。
第８条（電子保適証に関する使用者への承諾）
電子保適証に関し、事業場管理責任者は、自動車使用者の電子データを登録情報処
理機関等へ提供することについて、自動車使用者に承諾を得た書面又は電子データ
を２年間保管管理すること。
【権限による利用できる機能一覧】
電子保適システムでは、権限により利用できる機能を制限しており、権限付与が可能なシステム利用者に対し、下表のうち、機能を使用するために必要な権限を付与する。
なお、権限は一人のシステム利用者に対し、複数付与することが可能である。
	権限
	主な役割
	できること
	権限付与が可能な者

	事業者権限※
	自社の指定整備工場を管理する
	自社の事業者の指定整備工場（各拠点）に所属する
事業場管理ユーザー（事業場管理権限）及び社員ユーザー（保適証登録権限・検査員権限・保適証入力権限）
の登録、変更、削除
	拠点管理担当者

	事業場管理権限
	自社の指定整備工場の社員を管理する
	自社の指定整備工場に所属する社員ユーザーの登録、変更、削除
	事業場管理責任者

	保適証登録権限
	保適証情報を登録する
	保適証情報の登録、引戻、削除、
アップロード、ファイル転送
	事業場管理責任者

	
	
	
	主任技術者等（代務者）

	検査員権限
	検査員項目を入力する
	検査員項目の入力
	自動車検査員

	保適証入力権限
	保適証情報を起票・入力する
	保適証情報の起票・入力
	事業場管理責任者

	
	
	
	主任技術者等（代務者）

	
	
	
	自動車検査員

	
	
	
	その他事業場社員
（業務係等で検査員に代わり検査証情報を補助入力する者）


※事業者権限とは、電子保適システム申込書で拠点管理機能を「有」とした場合に、申込書に記載の拠点管理担当者に権限付与される。（複数指定工場を有する事業者で本社担当者等が一括して、ログインID・パスワード等を管理する場合）

[image: image4]
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８．自動車検査用機械器具保守管理規程

第１条（目    的）

この規程は、事業場の自動車検査用機械器具（以下「検査用機器」という）につい
て、精度及び維持を図ることを目的とする。

第２条（保守管理責任者等）

検査用機器の保守管理責任者等は次のとおりとする。

（１）検査用機器の保守管理責任者は、主任技術者とする。

（２）検査用機器の保守担当者は、自動車検査員とする。

（３）検査用機器の保守管理責任者及び保守担当者の氏名を完成検査場内に掲示す
るものとする。

第３条（検査用機器の種類）

検査用機器の種類は次のとおりとする。

（１）サイドスリップ・テスタ又はホイール・アライメント・テスタ

（２）ブレーキ・テスタ

（３）前照灯試験機

（４）音量計（騒音計）

（５）速度計試験機

（６）一酸化炭素測定器

（７）炭化水素測定器

（８）黒煙測定器又はオパシメータ

第４条（検査用機器台帳）

前条に定めた機器は、別に定める「検査用機器台帳」により管理するものとする。

第５条（検査用機器の保守）

検査用機器の保守は次のとおり行うこととする。
（１）保守担当者は別に定める「仕業点検基準表」で日常の点検を行い別に定める
「定期点検基準表」に基づき毎月第二金曜日に定期点検を行い、その結果を保
守管理責任者に報告するものとする。

（２）前号の点検の結果、検査用機器に異常があった場合には、完成検査に使用する
事なく速やかに保守管理責任者へ報告のうえ、持込検査に変更する。

（３）検査用機器の精度を維持するため、毎年１回以上一般社団法人日本自動車機械
工具協会による校正をうけること。ただし、騒音計については５年に一度、一
般社団法人日本品質保証機構の検定をうけること。

第６条（記    録）

検査用機器の保守管理の実施記録は、次により行うこととする。

（１）検査用機器の校正結果、故障修理及び臨時整備の概要は、「検査用機器台帳」に記録し保存すること。

（２）「自動車検査用機械器具校正結果証明書」は１年間保存すること。

ただし「騒音計検定済証」は５年間保存すること。

（３）仕業点検及び定期点検の結果については、別紙の「検査用機器仕業点検記録表」及び「検査用機器定期点検記録表」に記録し保存すること。

第７条（校正不合格の処置）

検査用機器の校正の結果、不適合機器があった場合には、次により行うこととする。

（１）保守担当者は、直ちに保守管理責任者に報告するとともに校正に合格するまでは、持込検査に変更する。

（２）保守管理責任者は、当該機器の校正結果通知書（写）別添６と不適合報告書別添４の２部を山梨運輸支局長に提出する。

（３）不適合機器の再校正が完了した場合には、校正結果証明書（写）別添５と適合報告書２部を山梨運輸支局長に提出する。

第８条（事故防止）

検査用機器の取扱い及び事故防止について、次により従業員の教育を行うものとす
る。

（１）保守管理責任者は、検査用機器の取扱いについて保守担当者並びに整備要員に対し、必要な教育を行うものとする。

（２）保守管理責任者は、完成検査場内における事故防止を配慮した検査方法、車両誘導等について指導を行うものとする。

検査用機器台帳
	機器名
	
	製造会社名
	

	
	
	型式
	

	JATA証明番号(旧認定番号)
	
	製造番号
	

	性能
	
	設置年月日
	　　　年　　　月　　　日

	備考

	校　正　・　修　理　記　録
	保守担当者
	保守管理責任者

	年　月　日
	内　　　　　　容
	施　　行　　者
	
	

	．　．
	定期校正・（　　　　　）
	工具協会・（　　　　　）
	
	

	．　．
	定期校正・（　　　　　）
	工具協会・（　　　　　）
	
	

	．　．
	定期校正・（　　　　　）
	工具協会・（　　　　　）
	
	

	．　．
	定期校正・（　　　　　）
	工具協会・（　　　　　）
	
	

	．　．
	定期校正・（　　　　　）
	工具協会・（　　　　　）
	
	

	．　．
	定期校正・（　　　　　）
	工具協会・（　　　　　）
	
	

	．　．
	定期校正・（　　　　　）
	工具協会・（　　　　　）
	
	

	．　．
	定期校正・（　　　　　）
	工具協会・（　　　　　）
	
	

	．　．
	定期校正・（　　　　　）
	工具協会・（　　　　　）
	
	

	．　．
	定期校正・（　　　　　）
	工具協会・（　　　　　）
	
	

	．　．
	定期校正・（　　　　　）
	工具協会・（　　　　　）
	
	

	．　．
	定期校正・（　　　　　）
	工具協会・（　　　　　）
	
	

	．　．
	定期校正・（　　　　　）
	工具協会・（　　　　　）
	
	

	．　．
	定期校正・（　　　　　）
	工具協会・（　　　　　）
	
	




検査用機器の仕業点検基準表
	機器名
	点検箇所
	点　検　要　領

	ブレーキ・テスタ
	・ローラー

・指示計

・電源スイッチ

・モーター駆動停止スイッチ
	・ローラーの付着物の有無を点検し、付いた油、泥等は拭き取る。

・指示計の零点を点検し、誤差があれば調整ねじで調整する。

・電源スイッチの作動の良否を点検する。

・ローラーの回転及び停止状態を点検する。

・異音の有無を点検する。

	速度計試験機
	・ローラー

・指示計

・リフト
	・ローラーの付着物の有無を点検し、付いた油、泥等は拭き取る。

・指示計の零点を点検し、誤差があれば調整ねじで調整する。

・リフトの作動状況及び給油状態の良否点検。

・リモートスイッチランプの点灯を確認する。

	サイドスリップ・テスタ
	・指示計

・踏板
	・指示計の零点を点検し、誤差があれば、タンバックルを廻して調整する。

・指示計の指示が、トーイン及びトーアウトの５目盛の位置でブザー等が吹鳴するかどうか確認すること。

・踏板上の汚れの有無を点検し、付いた油、泥等は拭き取る。

	前照灯試験機
	・車輪、支柱

・計器
	・車輪、支柱、スプリング及び滑車軸の汚れを点検し、清掃・注油する。

・集光レンズのくもりの有無を点検すること。

・光度計、高低計及び左右計の零点を点検し、調整する。

・光軸振れ調整ダイヤルの空転の有無を点検し、調整する。

	音量計
	・指示計
	・指示計の零点を点検し、誤差があれば調整ねじで調整する。

・電圧調整器及び増幅度調整器のセット線を点検調節する。

	騒音計
	・指示計
	・ファンクションダイヤルをBATに合わせて、電源の良否を判断する。

・ファンクションダイヤルをC（CAL）に合わせ、校正用ツマミで零点調節をする。

	一酸化炭化測定器

炭化水素測定器
	・指示計

・プローブ

・サンプリングホース
・フィルタ類

・水分離装置
	・電源を入れない時の指示計の機械的ゼロ点位置を点検する。

・内部のスス、水分等のつまりを点検する。

・スス、水分の付着、破損、亀裂、孔等の有無を点検する。

・汚れ状態を点検する。

・溜まった水の排水及び装置の清掃。

	黒煙測定器
	・サンプリングプローブ
・吸引ポンプ

・ろ紙送り装置

・指示計

・測定台

・ドレーンコック
	・電源電圧がスイッチ“ON”後、供給されているかパイロットランプ等で確認する。

・内部のススの付着状態を確認する。

・ポンプ作動を目視で確認する。

・送り作動を目視で確認する。

・調整可能になることを確認する。

・汚れ状態を確認する。

・ドレーンの水の溜まりの確認。

	オパシメータ
	・本体

・プローブ及び導管

・チャンバ

・配線等

・表示等
	・各スイッチの作動及び機能を点検する。

・本体冷却用のファンがある場合には、作動状態及びフィルタの状態を点検する。

・リモコン等が装着されている場合、リモコン機能について点検する。

・自動測定モードを備えるものにおいて測定開始操作で測定を開始するか点検する。

・導管、プローブを本体から外し、つぶれ、割れ、つまり、汚れ及び水分の凝縮を点検する。

・導管及びプローブ長を点検する。

・プローブ装着用の器具の状態及び作動を点検する。

・プローブと導管の接続状態を点検する。

・光源部、センサー部若しくは保護ガラス部の汚れ及び傷の有無を点検する。保護ガラスのホルダがある場合は取付状態を点検する。

・掃気用のファンの作動状態を点検する。

・使用頻度により、チャンバ－内の清掃を必要とする機種のお場合はセル内の点検を行う。

・無線による接続の場合、接続状態を表示等により点検する。

・コネクターの取付状態及び配線の損傷を点検する。

・電源を入れ、デジタル表示の各部が正常に表示されているか点検する。

・電源を入れ、デジタル表示の各部が正常に表示されているか点検する。

・暖気終了後、ゼロキャルを行いゼロ指示を点検する。


検　査　機　器　の　定　期　点　検　基　準　表

	機器名
	１ヶ月毎の点検要領
	３ヶ月毎の点検要領
	６ヶ月毎の点検要領

	ブレーキ

・テスタ
	1.ギヤボックス内の油量を点検し、不足のときは補給する。（モーターオイル20～30♯）

2.ダッシュポットの油量を点検し、不足のときは補給する。

3.ナイフエッジ及びエッジ受にマシン油を注油すること。

4.本体の駆動ローラーベアリングにグリス給油をすること。
	1.指示計器盤のコード類及びプラグ類の破損、汚れ、接点の状態等を点検し、不良のものは交換すること。

2.ギアボックス内の油量及び油の汚れを点検し、補充又は交換すること。
	1.ローラー軸受の給油状態を点検し、グリスを注油すること。

2.チェンの給油状態を点検し、マシン油を注油すること。

	速度計試験機
	1.リターダ軸受に注油すること。

2.チェンカップリングには、カバーを外し、ベアリンググリスを注油すること。
	1.ジョイントボルトのゆるみを点検し、ゆるんでいるときは締め付けること。

2.ローラーベアリングにグリスを補給すること。

3.信号装置の作動を点検し、不良のときは調整ねじで調整すること。
	1.指示計発信機の取付ボルトへのゆるみを点検し、ゆるんでいるものは締め付けること。

	サイドスリップ・テスタ
	1.指示装置リング部のＬ型金具指針軸受部及び目盛調整ねじにマシン油を注油すること。

2.ガイドローラーにマシン油を注油すること。

3.ベルクランク及びセンターボルトのがたの有無を点検すること。

4.警報装置の作動状態の良否を点検すること。
	1.ローラー及び踏板を清掃し、マシン油を給油すること。

2.ベルクランクのビン部に注油すること。

3.踏板の戻り、スプリングの調整をすること。
	

	前照灯試験機
	1.反射板の汚れを点検し、清掃すること。

2.支持台車輪に注油すること。
	
	

	音量計

（騒音計）
	1.約３０分間通電して、内部を乾燥させる。

2.指示計の零点調整。

3.電圧及び増幅度調整器を点検、調整する。
	
	

	一酸化炭素

測定器
	1.接手の接続部、Oリング、パッキン等を点検。

2.校正用標準ガスによる校正の実施。

3.電気配線、回路及び接続金具の点検。
	
	1.自主校正検査を受けること。

	炭化水素

測定器
	1.各締付、接続部、Oリング、パッキン等の点検。

2.校正用標準ガスによる校正の実施。
	
	1.測定器に附属の取扱説明書に従って保守点検する。

	黒煙測定器
	1.光電プローブ（検出部）の光電池、ランプ等の汚れ及び組付けのゆるみ等が　ないか点検する。
	
	1.吸引ポンプの吸引量を確認するとともに吸引時間をストップウォッチで確認すること。不良の場合は分解、注油、調整を行うこと。

2.サンプリングプローブの内部のススの付着、接続部の気密を確認すること。汚れのひどい場合は、分解清掃し、パッキンの交換を行うこと。

3.指示計の指示特性を校正用標準紙で確認する。精度が出ない場合は検出部を分解清掃し不良部品の交換を行うこと。

4.空気圧調整器の制御圧の確認。

5.ろ紙送り装置の送り作動の確認。

	オパシメータ
	１チャンバー内の清掃を必要とする機種の場合はセル内の点検を行う。
	
	



別添４

第２号様式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 不適合
　　　　　　　　　　　 自動車検査用機械器具校正　適　合　報告書


運輸支局長殿

平成   年   月   日

（事業者）

氏名又は名称　　　　　　　　　㊞　　
住　　　　所　　　　　　　　　　　　　

（事業場名）

名　　　　称　　　　　　　　　　　　　
	項　　目
	記　入　事　項

	校　正　年　月　日
	

	不適合となった機器の名称・型式
	

	不適合となった理由
	

	現在までの状況
	

	適合年月日
	

	確認年月日及び

確認者印
	※　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


住　　　　所　　　　　　　　　　　　

（注）※欄は運輸支局において記入する。

別添５

第３号様式

機工協校　　　　　　号

自動車検査用機械器具校正結果証明書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

指定自動車整備事業規則第12条に基づき、下記機器を校正した結果、

国土交通大臣が定める技術上の基準に適合していることを証明します。

指定校正機関

	名　　称
	ブレーキ・テスタ
	製作者
	

	型　　式
	
	校正員
	

	型式指定番号
	
	校正実施年月日
	平成　　年　　月 　 日

	製作番号
	
	校正の有効期間が満了する日
	平成　　年　　月　　日

	項　　　目
	判定基準

	制　動　力　指　示　精　度

（最大目盛値（多段式にあって

は各段）の20％以上）
	指示の誤差が、指示の誤差が指示すべき値の±５％以下であること。

（軽自動車の指定整備に係る１段式テスタの使用範囲外の制動力50Kgにおける指示の誤差は±５Kg以下であり、かつ、左右テスタの指示値の差は５Kg以下であること。）

	備考


eq \o(\s\up 5(社団),\s\do 2(法人))日本自動車機械工具協会


９．整備用機械器具管理規程

第１条（目  的）

　　　整備用機械器具（以下「器具」という）の精度維持と適正な管理については、この
規程による。

第２条（管理の責任）

　　　器具の管理責任者は主任技術者とし、取扱い担当者は、検査員として管理の適正化
を図る。

第３条（管理台帳）

　　　管理責任者は器具について「整備用機械器具管理台帳」を作成し、必要事項を記録
し常に器具類を掌握し必要に応じて器具類の改廃補充を行うこと。

第４条（器具の点検等）

　　　器具の取扱いは次のように行う。

　　　　１．取扱い担当者は作業開始前に各器具の点検を行う。

　　　　２．器具の使用中に異常を認めた場合、直ちに使用を中止して管理責任者に報告しその指示を受ける。

第５条（器具の保守）

　　　　１．取扱い担当者は、毎日作業終了後、器具の清掃、給油、点検を行う。

　　　　２．管理責任者は毎月第二金曜日の作業終了後、取扱い担当者立会いの上で管理台帳により器具の数及び状態の確認を行う。

　　　　３．管理責任者は器具の取扱い及び保守について指導教育を行う。

　　　　４．器具類の保管は定められた置場に常に保管すること。


１０．手持工具管理規程

第１条（目    的）

　　　  整備作業に適応した工具の重要性を認識させ、整理整頓並びに作業の能率向上を図
る為その管理については、この規程による。

第２条（管    理）

　　  １．工具の管理責任者は主任技術者とし、管理担当者は各整備係とする。

　　  ２．手持工具の管理は「手持工具点検表」を使用し必要事項を記録して常に厳正な管理をすること。

　　  ３．工具の維持状況の点検は毎月第二金曜日の業務終了後管理担当者が行う。

第３条（工具の保管等）

　　　 工具の取扱い及び保管整理は各自が責任を持って行い、破損及び紛失が生じた場合
は管理責任者から補給等の処置を受けること。


１１．苦情処理規程

第１条（目    的）

この規程は、指定整備、定期点検整備、一般整備等に係る苦情が発生した場合、迅
速かつ適確に原因を究明し、適切な処置を講じるとともに、再発防止に努め、整備
技術の向上を図り、もってユーザーの信頼確保を図ることを目的とする。

第２条（定　　義）

　　  苦情とは、自動車の整備依頼者から申し入れがあった不平、不満、不審、要望等を
いう。

第３条（担　　当）

　　　苦情の受付担当者はフロント係、処理担当責任者は主任技術者とし、苦情を適切
に処理するものとする。

第４条（苦情処理の把握及び処理）

　　　ユーザー等よりフロント係が苦情を受けた場合、その内容を確実に把握しその結果について、速やかに処理担当責任者へ報告する。

　    処理担当責任者は、苦情に伴う処理すべき事項を判断し、関係者に指示を与え処理
する。なお、重大な苦情については、事前に事業場管理責任者に報告し承認の受ける
ものとする。

第５条（記    録）

　    ユーザーより苦情を受けた場合は、「苦情処理台帳」に苦情の概要、処理、経緯等
必要事項について記録しておくものとする。

第６条（再発防止）

処理担当責任者は、苦情内容の分析等を行い、その発生原因を究明し、同種の苦情
への再発防止と整備技術の向上を図るため、従業員に対し指導、教育を行う等必要
な対策を講じるものとする。

なお、従業員に対し教育を行った場合は、別に定める「教育・会議録」に記録して
おくものとする。

苦　情　処　理　台　帳

車検・定期点検・一般・販売・汚水・公害・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	受付年月日
	年　月　日
	受付者
	

	顧客名
	
	住　所
	

	登録番号
	
	車名・型式
	
	走行

距離
	Ｋｍ

	苦　情　内　容
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	1． 電話　2．来社　３．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	苦情処理の経緯
	処理年月日
	年　月　日
	実施者
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	アフター

フォロー
	年　　月　　日
	訪問・電話
	結　果
	良・否

	そ　の　他
	工賃
	無　料
	部品交換
	

	
	
	有　料　　　　　　　円
	
	

	
	

	
	

	
	

	回覧者の確認
	事業場管理責任者
	主任技術者
	検　査　員
	整備主任者

	
	月　　　日
	月　　　日
	月　　　日
	月　　　日


１２．教育規程

第１条（目    的）

この規程は、適正な指定自動車整備事業を運営するにあたり、全従業員に対し、法
令の遵守並びに整備技術の向上を図ることを目的とする。

第２条（教育計画）

事業場管理責任者は、毎年度末に次年度の販売本部の教育計画に併せ教育目標
を立てる。
第３条（社内研修）

社内研修は、次の各号により実施する。

（１）月１回２時間程度、関係法令、新技術・新機構及び整備要領等の講習を行う。

（２）朝礼時に全従業員を集め１０分程度のミーティングを行う。

（３）教育は、関係法令については事業場管理責任者が、新技術・新機構及び整備要領等については主任技術者が行う。
第４条（外部研修）

外部研修は、次の各号により実施する。

（１）メーカー等の行う技術研修に適切な人材を派遣する。

（２）整備主任者研修会（法令・技術）、自動車検査員研修会、指定自動車整備事業

者等講習会を受講させる。

（３）運輸支局及び関係団体等が主催する講習会・研修会を受講した者は、事業場

管理責任者に復命する共に社内研修時に説明し周知徹底を図るものとする。

第５条（教育記録）

社内・外部の研修を問わず教育を実施した場合、その結果を「教育実施記録簿」に
記録するものとする。

教育・会議録

	責任者

事業場管理
	
	主任技術者
	
	執務者
	

	実施年月日
	　年　　　月　　　日　　曜日　　時　　分～　　時　　分

	会　　場
	

	出　席　者
	（　　　　　　名）

	項　　目

（テーマ）


	

	＜内　容＞

	

	

	

	

	

	

	

	


１３．指定自動車整備事業自主点検規程

第１条（目    的）

この規程は指定自動車整備事業の運営状況が適正かつ円滑に実施されているか確認
することを目的とする。

第２条（運営要領）

（１）管轄する支店の販売課長は、別に定める指定工場コンプライアンスチェックシート（自主点検票）に基づき実施する。

（２）自主点検の実施時期は原則として１年に１回行うものとする。

（３）自主点検の結果、改善を要する事項が発生した場合、直ちに改善し、その結果については、事業者が確認しなければならないものとする。



指定番号�
�
�
指定年月日�
�
�
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